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背  景 

地域の人口減少は需要面では消費主体の減少、供給面では労働力減少を引き起こし、

需給の両面から地域の経済成長に対するリスク要因となっている。また、2000 年代の

国内経済を牽引した機械産業の成長がリーマン・ショック以降は停滞しており、今後の

地域経済を支える産業の将来動向も不透明な状況にある。電力需要は経済規模に加え、

産業構造の影響を受けるため、地域における電力需要を想定するためには、地域の産業

構造の変化を踏まえた経済の将来像を捉えることが重要である。 

目  的 

地域の電力需要想定に資するため、地域間の相互依存性を考慮した経済モデルを用

いて2030年までの地域経済・産業構造を展望する。 

主な成果 

1. 2030年までの経済展望 

国内 11 地域の地域間取引を導入した多地域計量経済産業連関モデルを利用して、地

域別の経済・産業展望を実施した（図 1）。当所のマクロ経済展望［1］の標準ケース

（2010～30 年で国内経済が年率 1.0％の経済成長）の下では、各地域の経済成長率は最

も高い首都圏（1.4％）から最も低い北海道（0.1％）まで1％ポイント以上の差異が生じ

る。人口減少率が相対的に小さく、他地域の生産増の影響を強く受ける首都圏や中部等

の経済成長率が相対的に高くなる一方、人口減少が大きく、他地域の生産増の恩恵を受

けにくい構造を持つ北海道の経済成長率は相対的に低くなる（図 2）。 

2. 成長の鍵となる労働生産性 

全地域で労働力が減少する中で、2030 年までのプラスの経済成長を維持できるのは、

労働力の減少以上に労働生産性が上昇するためである。2010～30 年の労働生産性の上

昇には、各地域で資本装備率（労働力当たり資本ストック）の上昇が大きく貢献する。

資本装備率の上昇を実現するのは設備投資の回復であり、製造業の能力増強投資に加え

て、非製造業の合理化投資の増加が、各地域の投資の拡大に寄与する（図 3）。 

3. 地域の産業構造変化と経済成長 

堅調な世界経済の前提の下で、輸出の増加が見込まれる機械産業が地域経済成長を

下支えし、特に機械産業のウエイトが高い中部、北関東では成長の牽引役となる。この

一方で、首都圏、関西では、商業・金融・保険・不動産、対事業所サービス等の非製造

業が成長を牽引し、沖縄も人口増加を背景に非製造業主導の経済成長を遂げる（図 4）。 
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図1 多地域・多部門計量経済モデルの概要 
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図2 地域の人口変化と実質経済成長率 

（2010～30年・年率） 
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図4 産出増加率の産業別寄与度 

（2010～30・年率） 
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図3 労働生産性の変化要因と経済成長率 

への影響（2010～30年・年率） 
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